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アジア開発銀行（Asian Development Bank）は、
アジア・太平洋地域の貧困削減を目的として 1966 年
に設立された国際開発金融機関で、現在域内 48 カ国
を含む 67 の国と地域が加盟しています。日本は米国と
ともに最大出資国であり、ADB の特別基金の最大の拠
出国です。

アジア・太平洋地域は近年著しい経済発展を遂げま
したが、世界の貧困層の 3 分の 2 が今もこの地域に住
んでいるほか、域内人口の約 6 割に相当する 19 億人が
一日 2 ドル以下で生活しています。ADB は、貧困層に
配慮した持続可能な経済成長、社会開発、グッドガバ
ナンスを通じて、これら途上国の人々の生活向上を目
指しています。

その一環として ADB は、各国政府や民間部門の個別
プロジェクトに対し、政策対話、借款や技術協力、無
償援助、保証や出資を行っています。年間の融資額は
約 60 億ドル、技術支援は約 1 億 8,000 万ドルにのぼり、
対象プロジェクトも、運輸・通信、エネルギー、法整
備や経済運営と公共政策、水供給（上下水道の整備）、
農業、金融など多岐にわたります。また、アジア経済
や開発の現状を分析して各種報告書にまとめているほ
か、近年は、アジアの成長と安定を促進する域内経済
協力や経済統合の構想も推進しています。

概要

設立	 1966 年 12 月（業務開始）
所在地	 本部（フィリピン・マニラ）
	 駐在員事務所等	 23 カ所（開発途上加盟国）
	� 代表事務所	� 3 カ所（ 東 京、 フランク

フルト、ワシントン DC）
	 アジア開発銀行研究所（ADBI、東京）
加盟国	 67 カ国・地域（2007 年 4 月現在）
	 域内国 48 カ国・地域（日本、豪州、NZ を含む）
	 域外国 19 カ国	 （米、独、英、仏、加等）
出資比率	� 日本、米国各 15.7％、中国 6.5％、インド

6.4%、豪州 5.8％、インドネシア 5.5%、加
5.3％　ほか

職員数	 約 2,500 人
専門職：�約 900 人（日本人約 100 人を含

む 50 カ国以上から）
一般職：約 1,600 人（主にフィリピン人）

概 要

ADB とは
アジア開発銀行駐日代表事務所
〒 100-0011
東京都千代田区内幸町 1‐1‐7 大

や ま と

和生命ビル 2 階
電話：(03)3504-3160
F a x ：(03)3504-3165
E メール	 adbjro@adb.org
URL	 http://www.adb.org/JRO
業務時間	 9：30‐18：00（月～金）
交通	 ●   �東京メトロ日比谷駅（日比谷線・千代田線・

三田線）A13 出口より徒歩３分
	 ●   ��東京メトロ内幸町駅（三田線）A6 出口より

徒歩 5 分
	 ●   �JR 新橋駅・有楽町駅より徒歩 10 分

アジア開発銀行本部
6 ADB Avenue, Mandaluyong City, 
1550 Metro Manila, Philippines
電話：632-632-4444
F a x ：632-636-2444 
Email: information@adb.org（英語）
URL: www.adb.org（英語）

アジア開発銀行研究所（ADBI）
〒 100-6008
東京都千代田区霞ヶ関 3-2-5 霞ヶ関ビル 8 階
電話：(03) 3593-5500（代）
F a x ：(03) 3593-5571 



駐日代表事務所（JRO）
について
アジア開発銀行（ADB）駐日代表事務所（JRO）は、ADB

の最大出資国の一つである日本の皆様への情報提供を主要な任
務の一つとしています。政策立案者、メディア、学界、開発援
助機関、研究機関、およびNGOといった様々な人々を対象に、
ADBの活動を伝えることで、ADBやアジア太平洋地域に対する
認識を深めていただき、対話を促進することを目指して、さま
ざまな情報発信を行っています。
また、マニラにあるADB本部と日本をつなぐことも、JROの

重要な任務です。JROでは、ADB関係者の来日をサポートする
のみならず、日本の政府、企業、NGO関係者の皆様がADBの
活動に関わる際に協力するなど、双方向での連絡調整業務も
行っています。

概要

■設立
　1996年（平成8年）
■主な役割
　日本におけるADBの理解促進、日本とADBの関係強化
　日本における窓口として日本の政府、企業、NGO関係者の皆様とADB本部との連絡調整

活動内容

■ADB幹部・専門家を招聘した講演・セミナーの開催
■Eニュースレターの発行（隔月、約1,800名に配信）
■ブリーフィング・会見・個別取材のアレンジ
■ニュースリリース、年次報告書などの和訳・発行
■パブリック・インフォメーション・コーナーにおけるADB出版物などの情報提供
■ADB関係者の来日に対するサポート
■その他



駐日代表事務所（JRO）
について
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ADB加盟国・地域
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